
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議 Zゝ

1 事業の成果
市民の自発性と相互扶助の精神に基づいた非営利の福祉活動を展開する団体に対し、事業活動が円滑

に運営され、よリー層の効果が挙げられるよう連絡、交流、支援等の事業を行ってきた。

また高齢者や障害者への居住支援や生活支援を行い、福祉の増進と豊かな長寿社会の形成に寄与してき

ました

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 9,270】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

市民の福祉団
体の法人化や
運営マネデ メント
の支援に係 る
事業

法人化、マネゾメント、運営、
事務管理、法律等に係る面
談、電話相談

随時 事務局 2～4名
福祉団体

全般

600 398

市民の福祉団
体の普及やネッ
トワーキンク
゛
の事

業

行政、企業、NPO各セクター
σ)ネットワーキンク

゛ 随時

事 務 局

及 び 外

部

3～ 5名

福祉団体

及び一般

市民

50 316

市民の福祉団
体の社会的地
位の向上、活
動基盤整備な
どの事業

介護保険制度、移動サービス

等の福祉政策に関する政
策提言

随時

事 務 局

及 び 外

部

3～8名

福祉団体

及び一般

市民

1,200 1,465

福祉 関連相

談事業

介護保険制度、たすけあい

事業の相談
随時

事 務 局

及 び 外

部

4～8名
福祉団体

全般

600 75

福祉に係る人

材育成のため

の研修・講習

会等の事業

主な研修テーマ

*介護保険改正と地域ケ

アシステム

*NPOの事業の運営
*支え合いとまちづり
*保険、医療、福祉を

考える

*地域の介護力向上
*居住支援と地域福祉

他

年 12回

福島県

群馬県

埼玉県

東京都

愛知県

佐賀県

神奈川県

他

5～ 10

カ
イコ

NPO、 福

祉団体全

般

各 20～
70名

合計

500名

500 5,354



市民の福祉団
体の事務等に
関する受託事
業

*会計事務

*マグネットシートの受託事務

毎月

随時

事務局 1～3名
福祉団体

全般
100 338

市民の福祉団
体の保険・共
済に関する斡
旋事業

NPO向 け保険・共済の紹
介、斡旋

4月 、7
月更新

相 談 は

随時

事務局 2～4名
福祉 団体

全般

250 24

市民の福祉団
体の高齢者住
宅への斡旋に
関する宅地・
建物取引事業

高齢者安否確認付き住宅
棟の斡旋、新築物件の開拓
と紹介

随時

事 務 局

及 び 外

部

1～2名

福祉団体

及び一般

市民

130 593

前各号に必要
な調査研究、
情報収集及び
提供、啓発及
び研修事業

*セミナーの開催

*啓発研修会実施

年 2

回

年 3回

外 部 会

議室

力t如 △
/「  口l' ‐

場

5～8名

福祉団体

及び一般

市民

430 662

前各号に係る
会 報 及 び 映
像、出版物の
発行

*HP、 メーに力
゛
シ
゛
ンの発信

*フ
｀
ロク'の提供

*叢書等の頒布

通期 事務局 3～5名

福祉団体

及び一般

市民

250 47

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し な し



書式第 13号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和5年度 活動計算書 (その他事業が生登場合 )
特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議

`

B

)2 の

法定福利費 (労働保険料 )

議費

738｀

_■■111
148,250.

261,840

_型,9壁|

_1.Q§Qf型9_
_192とQQQ:
lQ[Q91

__ILttQI
_   _2:L_:i12`21

■2望‐
878・

30,1041

、2二重1,|
25,0801

4,598t

720,000・

量,9盤 :

4 9 8

_■

:会場借上費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

|ソフトウェア償却費

爾音茜温
｀
前面高

期末商品棚卸呂

物品仕入

消耗品費

'新聞図書費

1印刷製本費

水道光熱費
・家賃・管理費

1家賃・管理費(佐賀支部)

賃借料

リース料

保険料

諸会費

委託費

税理士報酬

委託手数料

支払手数料

・

・

　

一

　

・

―
　
‐　
・‐‐‥
‐
，　
‐
‐十
１
１
´
‐‐

1

4,

254,

10,012
275

61329ぅ

科 目 金   額 小計・合計

5.058,000
3,633,000
1,425,000

受取会費
正会員受取
賛助会員受 費

れ算
△
〓

△
六
一師黙

3,660,677
3.660,6772 受取寄附金

受取寄附金
施設等受入評価益

3.801.9383 受取助成金等
受取補助金 3,801,938

34,160
18,209
10,000
62,537
450,000

574,9064 事

鰈
勇[言雪曇重経

益

喜曇兵妻農彗業収益

15.063.766

A

5 そ の の

1,840,000
125,400
28

2,817

受取負担金

緊急連絡先サービス事務手数料
受取利息
雑収益

経 常 費 用
爾ビ■

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

4,7.(1)人



十租税公課

寄付金支出
.雑費

1寄付金

84.

3,000.

7ル |

300, 228:

9,270.263
2
(1)人 479,35
給料手当
福利厚生費

455,884
23,473

2 の 4,O10.374
定福禾」費 (労働保 険料 ) 13,“0
1養童変通童 122,

207,

48,

22,

電
65,

634,

116,

1,364,

398
1通信運搬費 429
消耗品費 285

222新聞図書費

望 21
1941

9201

4021

570.

印刷製本費

水道光熱費

1家賃・管理費

家賃・管理費 (佐賀支部)

リース料

:保険料

1諸会費

:委託費
`QQ旦

」ユ
119,288
873,977
253,9681税理士報酬

1支払手数料 44,203
1租税公課
.寄付金

,161
5,7721

計 13,759,994
当 期 経 常 増 減 額 【A: IB】 ・・・① 1.303.772
C

売 益

過年度損益修正益
固

4,000,000
4.000,000

D 外

固

災害損失
損益修正

C D 4.000.000
5.303.772+

+

法人税、住民税 70.000
22,909,369
28.143.i41

■■■■■EEE涵□
経 常 1

・・・(2
引

④

⑤前期繰繊正味財産額
朗 1



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議f

′科 目

の

小口現金

普通預金

ゆうちょ銀行振替口座

商品

未収金

前払金
立替金(地域居住支援モデル事業)

32

5,710
,226
,077
,229
,400
,919
551

ｒ
０
　
　
　
１
■

『
０
　

　

４

一

ｒ
Ｏ

1,604,540

流動資産合計 ・・ ,① 13 326 942

2

(1)有形固定資産
山林

建物

建物附属設備

構築物

減価償却累計額

電話加入権

17,315,097
22,572

17,920,845
5,972,762
946,393
-7,693,915

146 440

(2)無形固定資産
ソフトウェア

借地権

2,706,000
2,706,000

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

400,000
400,000

0 421 097

33,748,039【A】 資 産 合 計 ①+②

③

98

1

2

負 債 合 計 ③+④ 5 604

5 604 898

-1

流動負債合計

424,742
505,000
20,343
7,262
10,301

4,200,000
437,250

未払金

前受金

従業員預り金

預り金

その他預り金

短期借入金

未払費用

22 909 369

5 233 772
前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

28.143.141

-2

正 財 産

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 33,748,039

―



書式 16号 (法 28条関係 )

令和5年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO会 計基準 (平成25年4月 1日  NPO法人会計基準協会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕入原価法により算出した取得価格による原価法によっています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
建物および内部造作は定額法によっています。

(3)引 当金の計上基準

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(3)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

事業別損益の状況

・別紙にて

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の寄付正味財産は3,660,677円 です。今年度は使途が特定されている寄付金はありませんでした。

(単位

，

“

4

算定方法内容 金額

無 し

当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考内容

(無 し)
期首残高

3.660.677 3.660,677合計

|



取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得価額

0

-4,188,991

0

-2,834,565
-670,359

22,572

13,731,854
0

3,138,197

276,034
146,440
2,706,000

400,000
0

0

0

0

0

0

有形固定資産

山林
建物
内部造作
建物附属設備
構築物
電話加入権
ソフトウェア

敷金

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

22,572

17,920,845
0

5,972,762
946,393

146,440
3,498,000

1,336,241

792,00

22,572

17,920,845
0

5,972,762

946,393
146,440
2,706,000

400,000
0

0

0

0

0

0

792,000 28,115,012 -7,693,915 20,421,09729,843,253合計

5.固 定資産の増減内訳
円

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

科 目
計算書類に

計上された
金額

内役員及び

近親者 との

取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

13,759,994

33,748,039

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費について事業割合において按分しています。

その他の事業に係る資産の状況

ございません

″
′

０
●

当期返済 期末残高科 目 期首残高 当期借入 債務免除
4,200,00013,200,000 4,000,000 5,000,000

5,000,000 4,200,00013,200,000 4,000,000合計

|



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

の

立若金 (地域居住支援モデル事業) 1,604,540

小日現金

普通預金

ゆうちょ銀行振替口座

32,226
5,710,077
553,229

未収全

商品

前払金

5,417,919
8,400

13.326.942流動資産合計

固定資産
(1)有形固定資産
山林

建物

建物附属設備

構築物

|

22,572
17,920,845
5,972,762
946,393

減価償却累計額
電話加入権

-7,693,915

146,440

(2)

ソフトウェア 2, 706, OOOI

400,000

0 の

敷金

本部事務所

33.748.039【A】 責 産 合 計 ①+②

負 債 の 部
面:■碩

未払金

前受金

424,742
505,000

預り金

従業員預り金

預り金

その他預り金
計  ・ ・

短期借入金

未払費用

4,200,000
437,250

4.637.250

B-1

5.604.898【B-1】 負 債 合 計 ③+④

28.143.141【B-2】 正 味 財 産 合 1:【 A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 市民 祉 体全 協議会

¬ 確認事項 (法第20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
・監事

ワシオ  キコ 令和 5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年 月

月

日

日年鷲尾 公子

2
・監事理事

ムフイ タミコ 令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年 月

月

日

曰年村居 多美子

3
・監事理事

マキノ  フミコ 令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日牧野 史子

4
・監事

ツツイ  カス
゛
ヒコ

筒井 一彦   

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

5
・監事

7t" tp: 令和 5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月   日

月 日須田 弘子

6
・監事

カサハラ スク
゛
ル

笠原 優

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

7
・監事

タカハシ  シ
゛
ュン

高橋 潤

令和5年4月 1日

令和 6`午 3月 31日

年

年

月

月

日

日

8
監事
シマタ
゛
  シンタロウ 令和5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

令和5年4月 1日

令和 6年 3月 31日島田 慎太郎

9
・監事理 事

コント
ヾ
ウ  アクミ 令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年 月

月

日

日年近藤 明美

10
・監事理 事

オカタ
゛ ショウヘイ 令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日岡田 尚平



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11

⌒

電ヽョ′監事
イシイ  アツシ

石井 敦

令和5年4月 1日

令和 5`午 6月 30日

年  月 日

日年  月

12

⌒

興聾勢監事
タケシケ
゛
トシフ

竹重 俊文

令和5年 4月 1日

令和 6:午 3月 31日

年  月  日

年  月  日

13

⌒

喫聾ォ監事
マツシタ  ノリコ

松下 典子

令和5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

今=   月   日

14

⌒

鱒聾チ監事
ミツオカ  アキコ

~

光岡 明子

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

15
サンシ
゛
キ  ヨウコ

桟敷 洋子

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

令和 5年4月 1日

令和6年3月 31日

16
キタモト セツヨ

北本 節代

令和5年4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

17

⌒

熊奎ノ監事
イノウエ  ケンイチ

井上 謙

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

曰

日

18

⌒

豊ヽソ 監事
エクク
゛
チ ヨウスケ

江 口 陽介

令和5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月

年  月  日

19

⌒

興望ノ監事
ヤキ
゛
モチ タカフミ

柳本 貴文

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

年

午

月

月

日

日

20

⌒

壁ヽフ・監事
アタ
゛
チ キヨシ

安立 清史

令和5年 7月 1日

令和6年 3月 31日

年

午

月

月

日

日

21

⌒

Qラ′監事
アタ
゛
チ

安達

令和5年 7月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月   日

月 日

22 理事
シハ タ  モマル

柴田 守

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

23 理 事
サクライ  シケル゙

櫻井 重

令和5年4月 1日

令和 6‐午 3月 31日

年

年

月

月

曰

日

⌒

電ヽジ 監事

⌒

興里チ監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人__立重壺 i!」:11杢全国」i壺豊:≧__

氏    名

1
鷲尾 公子

2 村居 多美子

3 牧野 史子

4 筒井 一彦  

5 笠原 優

6 高橋 潤

7 須田 弘子

8 松下 典子

9 竹重 俊文

10 井上 謙一

11
島田 慎太郎

12 桟敷 洋子




